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 〈要旨〉
 
 
本稿の目的は
、
日本における戦後障害児教育政策が障害児教育の構造変動
に対して及ぼしてきた、あるいは現に及ぼしつつある影響について、
盲教育
を事例と 考究することに 。その際、盲教育の動向を規定し変化させてきた制度的諸現実を明らかにし、それに対して 学校諸組織がいかなる組織戦略をもって応答してきたの を、
組織的アイデンティティの保全という
観点から考察していく。こう 研究方針において生起する諸事象の分析・記述を進めていくにあたり、本稿では「新制度派組織理論」 （
the new
 
institutionalism
 in organizational analysis）によって提出されている諸概念を解
釈図式として採用する。特 、一九七〇年代を契機として障害児教育の領域に生じる構造変化の諸相に着目し それに対 盲教育界からの応答戦略について考察していく。この時期、障害児教育 おけ 教育対象の範囲が大幅に拡大し、盲教育における対象もま 質・量ともに変化しはじめる。このような事態は盲学校組織の本質 規定してきた教育活動のあり方そのもの大きな変容をもたらすと共に、従来 組織行動の方向性 一定の修正
を要請するものとなった。そして、結論において戦後盲教育界の変容過程とは単に盲学校組織 変質を意味するだけでなく、学校組織総体が相互に同型化していく過程であることを示唆する。
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はじめに
 
  
本稿の目的は
、
日本における戦後障害児教育政策が障害児教育の
構造変動に対して及ぼしてきた、あるいは現に及ぼしつつある影響について
、
盲教育を事例として考究することにある。その際、盲教
育の動向を規定し変化させてきた制度的諸現実を明らかにし、それに対して盲学校諸組織がいかなる組織戦略をもって応答してきたのかを、
組織的アイデンティティの保全という観点から考察していく。
 
 
日本における近代公教育の創始とされるのは、一八七二年の学制
である。その第二一章には「小学校」と並んで障害児のための学校として「廃人学校」が規定され
ていた。だが
、実際に近
代
教育とし
ての障害児教育が開始されるのは一八七八（明治一一）年の京都府立の盲唖院および一八八〇年の東京の楽善会訓盲院の開設以降である。そ 後、明治二〇年前後から盲・聾教育の義務制化、公教育化、国庫補助の配分などを要求した民間の運動が高まる。文部省もこの情勢に積極的に対応し、大正一二年に「盲学校及び聾唖学校令」が公布され、ここに盲・聾教育の義務化・公教育化が実現 見る。同法令においては、盲学校と 唖学校の分立が規定され、 「盲人、聾唖者に普通教育を施し その生活に須要な特殊な知識・技能を授
ける
こと」を教育目的として位置づけた
(１
)
 
ところで
、戦前の障害児教育史における先行研究については、義
務教育令の制定過程を対象とする制度史的研究や知的障害児の治療教育に関する歴史的研究に加えて、盲教育 研究の文脈に
おいても
。つまり、近代公教育として
の盲・聾児教育は、学制の国民皆 （人民普通教育）の理念の下、小学校、中学校 準じたカリキュラムを教育方法上の 別 配慮を
用いて盲唖児に教授すると同時に、個人の職業的自立を可能にするための「特殊な知識・技能を授ける」ことを目的とする職業技術教育として成立するのである。盲教育の場合 その理念は点字や触覚教材を用いる教育方法、ならびに鍼灸マッサージを中心とする職業教育のかたちをとる。こうして、障害児 における教育思想、教育方法、 育制度はすでに戦前に形成されていた であり、戦後の教育改革を通過し 障害児 もまた戦前の教育パラダイムを基本的には継承しながら、展開され ことになるのであ （堀
 1999） 。
このこと 、学制における義務教育制度の創設以来、非障害児の教育と障害 ある子供の教育との間に「分業体制」が確立し、のための学校教育が一貫 て非障害児の から切断され、別トラックにおいて行われてきたことを意味する。さらに、本論の考察とって重要な点は、障害児教 の内部においても、盲学校及聾唖学校令の公布により、盲教育・聾 がそれぞれ独立 た
学校教育と
して 化されて以来 両者の間に小さく い断絶が生じ 相互に有機的連関を欠いたまま併存してきたという事実であ 。育内部のこうした状況は
、戦後の新学制を踏まえた盲・聾学校の義
務制実施以降も
、
およそ三〇年に
わたって継続する。こうした情勢
に変化が生じる は養護学校の義務
化
に向けた動きが活発化する一
九七〇年前後のこ であった。
 
3－盲教育における組織フィールドの変容と特別支援教育ｋ 
一定の蓄積を見て取ることができる。例えば、中野善達と加藤昭は明治前期 障害児教育成立の経過を欧米特殊教育との接触・交渉・導入の過程として把握し、盲教育 の関連において詳細な分析を行っているし（中野・加藤
 1967） 、加藤康昭は障害者教育をめぐ
る民
間運動と政策策定プロセスとの関係を、社会経済的条件を視野に
収
めながら盲教育を中心に考察している（加藤
 1972） 。また、資本主
義的生産関係、 りわけ産業化に伴う工場労働が疾病、栄養不良に起因する失明等の障害の急増を結果し、盲教育の発展がそうした状況へのリハビリテーション的対応の一環であったことを明らかにた研究（芦田
 1982） 、あるいは昭和戦前期における盲教育界の職業
教育要求・進路保障についてその特質を実証的に解明する取り組み（平田・久松
 2003）もなされてい 。さらに、西田美昭は、国家の
ために「無用を転じて有用となす」という障害児教育観が、社会のために「有用」とはなり得ない 見 された他の重度障害児 教育を著しく阻害する一方で明治期の盲・聾教育 形成と発展に大きく寄与したことを指摘している（西田
 1985） 。これら一連の調査研究
により戦前・戦中 通じた盲
教育近代史の全体的構図は、あらかた
明らかにされたと言ってもよいだろう。
 
 
その一方で、戦後盲教育に関する研究領域に目を転じてみると、
社会科学的な視座やアプローチに立脚する研究は極端に立ち遅れいる。史的背景からの考察を伴わない制度史や通史の編纂が行政の手により盛んに行われ、個別の学校からも記念誌などが豊富に公刊されては ものの、盲教育 現代史を対象と 学術 ほと
んど手つかずの状態にある。
 
 
こうした障害児教育史の研究動向を念頭におきながら、本稿では
一九七〇年代を契機として障害児教育の領域に生じる構造
変化の諸
相を明らかにした上で、それに対する盲教育界からの応答戦略について考察する。この時期、障害児教育における教育対象 範囲が大幅に拡大し、盲教育 おける対象もまた質・量ともに変化しは める。そうした事態は盲学校組織の本質を規定してきた 活動のあり方そのものに きな変容をもたらすと共に、従来の組織行動の方向性に対して一定の修正を要請するものとなった。
 
 
２
 
分析枠組みの設定
 
  
こうした研究関心から本稿では、盲教育の中心的なエージェント
である盲教育界を分析対象とする。すなわち 個別の盲学校 内的過程や特定
の盲学校に固有の組織現象に焦点化するのでなく、あく
までも盲学校間の関係、並びに盲教育界と他 教育領域との相互的な関係の水準に照準し分析を行う。こうした研究方針において
、
生
起する諸事象の分析・記述を進めていくにあたり、本稿では「新制度派組織理論」 （
the new
 institutionalism
 in organizational analysis）によ
って提出されている諸概念を解釈図式とし 採用する。同理論は組織研究における主要なパラダイムの一つであり、本稿の分析に対しても有力な手がかりを与えてくれよう。こ
こでは新制度派組織理論
の基本的な枠組みとそれに関連する諸概念について概略を述べ、本
4 
稿の文脈に位置づけることにしよう。
 
 
新制度学派で大きな役割を果たしたのは、教育社会学者のジョ
ン・マイヤーたちである。従来の組織論とは違った彼らの説明によれば、近代的組織は合理性や効率性にもとづいて行動するというより、社会的に制度化された価値・規範を取り込むことで、社会からその正当性を認められ、存続の可能性を高める。制度化された価値や規範などのルールか なる環境が、組織の構造および組織間の相互関係を規定するわけである（
M
eyer et al. 1977） 。こうした理論的観
点から
、
マイヤーとその共同研究
者は教育システムに関する大掛か
りな調査を行い、教育施策や教育
要綱
が社会的に共有される文化的
信念を色濃く反映するものであるということ
(M
eyer et al. 1981)、あ
るいは教育の普及や大衆化が必ずしも国家の政治や経済の状況に規定されるもので いことを明らかにした
(M
eyer, R
am
irez &
 B
enett 
1977)。このようにマイヤーらは、制度化されたルールが社会のあら
ゆる局面において合理的神話として機能する様相 間
の比較を
含む多岐にわたる事例研究を通じて多角的に分析したの （河野
 2002） 。加えて、ここでの要諦は、同一の制度的環境下にある諸
組織は、行動パターンや構造特性の上で極めて高い相同性を示すようになるというテーゼが認識論的前提と っていると う点に 。とはいえ、制度化された特定のルールの影響がおよぶ組織の 囲は無制限ではない。制度的ル ルは相互主観的に確定されう のであり、それゆえ特定の 的ルールを共有化す 組織の範囲はおのずから限定さ ることになる（櫻田
 2003） 。その範囲を特定化し、分
析するため
の新たな概念を提起することで、新制度派組織理論の精
緻化に貢献したのがイェール大学のポール・ディマジオとウォルター・パウエルである。彼等によって定式化された諸概念は盲教育界と他の教育界との相互関係を考察の対象とする本論にとっても有力な手がかりとなるだろう。
 
 
組織分析に関するディマジオらの議論は「近代組織の形態や活動
はいかにしてこれほどまでに均質化したのか」 （
D
im
aggio et al. 1983: 
147）という問いを起点に展開する。特別支援教育体制下にある今日
の盲学校での組織変化と結びつけて問いを言いか
えるなら、全国の
盲学校が地域における視覚障害教育のセンターと て、一斉に相同的な役割を模索し、均質な組織形態をとり始めたのはなぜか、ということになるだろう。ディマジオらがこうした問いに取り組むために導入したのが「同型化」 （
isom
orphism
）や「組織フィールド」
（
organizational field）という概念装置であり、彼等はこれらを手が
かりとする組織研究を提唱したの ある。
 
 
「同型化」とは制度的環境
(institutional environm
ent)に関わる要因
の影響を受けて
、
組織が相互に類
似する過程を意味する。彼等はこ
のプロセス 制度的同型化（
institutional isom
orphism
）と呼称し、強
制的同型性（
coercive 
isom
orphism
） ・模倣的同型性（
m
im
etic 
isom
orphism
） ・規範的同型性（
norm
ative isom
orphism
）という三つの
過程に分類した。彼らの強調するところによれば、この三つの概念類型こそが組織現象に関連するポリティックスやセレモニーを理解するための有力な道具的概念とな （
D
im
aggio et al. 1983: 148-149） 。
5－盲教育における組織フィールドの変容と特別支援教育ｋ 
このような同型化への圧力が最も強力に作用する環境こそが「組織フィールド」 である。 彼等の説明によると、 「組織フィールド」 とは、全体として制度的 生活の認識された領域を構成する組織群を意味する。そこには類似した製品やサービスの生産に関係 だけでなく、その主要な供給主体、資源と製品の消費者、そしてそれらを調整する機関など、すべての利害関係者が包含されることにな（
D
im
aggio et al. 1983: 147） 。盲学校を例にあげれば、個々の盲学校
にとっての組織フィールドの基本単位を構成している は
、
同一の
教育サービス 提供 盲学校間に形成されるネットワークとしての盲 界である。これを「狭義の組織フィールド」とするなら、それらが組み込まれ いる「広義の組織フィールド」には法令 立法化やそ 運用を通して教育サービス 生産と供給・管理 関与る国会や文部科学省、各自治体の教育委員会、あるいはサ ビスの直接的受給主体である児童・生徒、そして教職員 合やＰＴＡ等の利害関係集団を位置づけ ことが出来るだろう。加えて、よりレリバントなアクターとして
、他の障害を対象とする特殊教育諸学校や
普通教育諸学校などの「同業他社」がある。すなわち、盲教育界は聾教育の業界や養護教育 業界と共に特殊教育の組織フィールドを構成し、特殊 の組織フィ ルドは普通 の組織フィールドと共に教育全体の組織フィールドを構成する。さらに 全フィールドの外側には全体社会が広がり、各々 フィールド 外部が制度的環境となるのである。
 
 
以上の理論的整理を踏まえた上で、次節では盲学校の組織フィー
ルドの基本単位を構成する戦後の盲教育界が制度的環境からの影響を受けて変化していく過程とその背景について考察していこう。戦後盲教育界の 容過程とは単
に盲学校組織の変質を意味するだけで
なく、教育の組織フィールド全体が同質化し、学校組織総体が相互に同型化していく過程に他ならない。
 
 ３
 
戦後盲教育における組織フィールドの変容
 
  
盲教育界を他の教育下位領域から区別される独自の組織フィール
ドとして認識するとき、そこに生起する構造的・機能的な変化はフィールド外部の状態変化に起因する現象とし 理解することができるだろう。新制度派組織理論では組織フィールド 外部を「制度的環境」と呼称するという点は前記したと ろであるが、養護学校の義務化や統合教育の進展といった七〇
年代に生じる制度的環境の変
容は盲教育の組織フィールドへと作用し、就学者数におけ 単一視覚障害児（障害が視覚障害 みの児童）の減少と重複障害児の相対的増加を帰結する。そのことが盲重複障害児に対する対応という新たな課題を浮上させ ことになる
 
 ３
―
１
 
養護学校義務化以前
 
 
 一九四八年（昭和二三年） 、盲学校教育は聾教育と共に学年進行で
義務制へと移行し、ここに戦後公教育制度としての盲教育の組織フ
6 
ィールドが成立する。特殊教育の整備拡充政策並びに「適正就学」に向けた措置や指導を背景として盲学校の就学率は急激 上昇し
、
一九五九年には在籍者数がピークを迎え、実数で一〇，二六四名を数えた（文部省
 1978: 191） 。しかしながら、図１に示したように、
この年を頂点としてその後在籍者数は漸次減少を続け、それに応じて重複障害児の割合が相対的に上昇していくのである。
 
  
一方、養護学校の
義務制は、戦後の混乱期の中で見送られた。
盲・聾以外の重
度障害児や障害を併せ持つ重複障害児たちは戦後のおよそ三〇年の間、 就学猶予、あるいは就学免除対象とされ、在宅のまま放置されるか、もしくは児童福祉法に定められる各種施設に収容され、 「療育」を受
けるという
状態に置かれていた
(２
)。このような状況のもとで
、一九六〇年代の
終わりごろから障害児の家族や日教組に集った教員などを中心として養護学校の義務制を求める運動が高揚し、一九七一年には中教審が養護学校における義務教育の実施を提言する。この答申を受けて文部省は一九七三年に養護学校義務制実施の予告政令を公布し、七九年に養護学校は義務制へと移行した である
(３
)
 
。これをもって
、
戦後公教育制度としての障害児教育体制は一応の確立をみ つまり、当初盲 界と聾教育界という二つのサブセクターによって構成されていた戦
後公教育としての障害児教育の組織フィールドは
、
その傘下に新たに生成した養護学校セクターを加えることにより、その輪郭をよ 明確なものとするのである。そして、養護学校の制度化による「全員修学」時代 幕開けは、
盲学校の組織過程や組織
構造を大きく変容させる重大 契機 な 。
 
３―２
 
重複障害者への対応
 
 
こうして七九年度に養護学校は義務化されるわけだが、その実現
に向けた六〇年代後半の運動の中で
、
発達保障の理念と結びついた
「権利としての障害児教育」論が展開されていく。それまで「教育不可能」と見なされ、学校 埒外
に置かれていた重度障害児や
「盲精薄」 「聾精薄」と呼ばれた重複障害児への教育実践が各地 行われるようになるのである（荒川
 2003） 。そして、七〇年代には盲
教育界において、在学者の障害の重度重複化・多様化をめぐ 議論が興隆し、彼らへの対応は、全国の盲学校に共通の課題として広く
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認知されるようになる。すなわち、当時就学猶予や就学免除という形で事実上就学の機会から疎外
されていた障害児の内、視覚障害を
併せ持つ重複障害児が教育へのアクセスを求めて盲 校への修 を希望するようになった結果、彼らへの対応が新たな課題として顕
在
化したのである（香川
 2000） 。加えて、養護学校の義務制実施とい
う事態はこ 問題を巡る盲学校関係者の間で さらなる議論を喚起した。養護学校
制度化
と盲教育の関係を議論するなかで国立特殊
教育総合研究所の盲教育研究室長であった木塚泰弘は「五四年のこと〈養護学校の義務化〉とからんで、他の精神薄弱や肢体不自由の養護学校の生徒が急激にふえ過密状態になれば、当然盲をあわせもっていれば、盲学校へという とになりますからね」 （木塚
 1976: 9）
と語 る。すなわち、制度化
が実施されることにより、養護学
校に修学する障害児が急激に増加し、従来知的障害や肢体障害を併せ持つという理由から各種の養護学校に在学を認められていた視覚障害児がそれらの養護学校から押 出され、盲 校へと大量 流入することが懸念されたのである。
 
 
そして、こうした動向は養護学校の
制度
化に合わせて進められて
いた就学指導体制の整備事業によっても助長されること なる。一九七五年（昭和五〇年） 、 「特殊教育の改善に関す 調査研究会」は「重度・重複障害児に対する学校教育の在り方について」と題する報告書において、 委員会を、 委員会 諮問機 として早急に整備・充実すべきである」と提言した
(４
)
 
それでは、こうした事態を当時の盲学校現場の教師たちはどのよ
うに理解し
ていたのであろうか。例えば、昭和五〇年代の盲教育を
展望する座談会において当時東京都立文京盲学校の教諭であった直居鉄は「盲学校の高等部に単に視覚障害だけでない生徒が入ってくるようになったということで、本 の盲教育ということから考えてこれまでの盲学校がそのままでやっ ゆけるのか、あるいはやってゆくべきなのかというこ なのだ 思います」 （直居
 1975: 4）と戸
惑いながら語っていた。ま 、七〇年代後期に重複障害児を抱えるいくつかの盲学校の現状を丹念 取材 てきた藤田真一は「ある盲学校のベテラン校長」 以下のよ な発言に言及し いる。 盲学校の養護学校化です。先生と生徒が一対一でないと世話 きれない子が、どんどんふえてきました。うちの子の半数は、将来も職業的自立は望めません」 （藤田
 1982: 322） 。教師たちもまた、 「養護学校化
がこれ以上すす では、盲教育の独自性をたもつこともできなくなります」 （同前
: 324）と述べていた。このように、盲学校における重
複障害児の在籍率の上昇は「盲学校の養護 化」という事態を招来すると考えられており、それは 独自性を損な かねない
。それにより、一九
七九年までに全国の教育委員会の下に就学指導委員会の設置が完了
し 個々の障害児に対する具体的な教育措置の判断を行うための機関と て機能し始める。これを契機として昭和四〇年代後半以降、文部省主導の下、盲重複障害児に対する教育方法の確立のための組織的 研究も推進され、それまで一部関心のある 師らによる実践にすぎなかった盲学校における重複障害児教育は多くの教師たち耳目を集めるところとな 。
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重大な危機として認識されていたのである。
そうだとすれば、 「盲学
校の養護学校化」という現象は、対象児童が同質化することで
組織
構造や組織活動の点で
盲学校と養護学校という二つの組織群の間に
同型性の生じつつあるこ を示唆
してはいないだろうか。ディマジ
オらは
、
組織フィールド内で権威や権力を保有する組織が他の諸組
織に対して及ぼす影響力によって惹起される、または諸組織が活動する組織フィールドにおける文化的期待に媒介されてもたらされる、組織構造や組織行動上の均一化傾向を「強制的同型性」と呼んだ（
D
im
aggio et al. 1983: 149） 。それならば、障害児教育の組織フィー
ルドにおける養護学校と盲学校との同型化という現象もまた、組織間の社会関係においてより上位に位置する教育委員会の適性就学指導という活動を背景とする「強制的同型性」 一様式である 考えることができるだろう。
 
 
そもそも、知的障害者や重複障害者に対しては、学校教育法施行
規則、ならびに学習指導要領におけ 特例規定 基づき、 「教科領域を合わせた指導」 いう教育課程を編成することが可能とされてきた
(5)
 
こうして、上位組織である教育委員会の就学指導という活動を起
点として盲・養護両教育セクター間の対象児童が同質化し、学校文化の側面においても同型化への圧力が生じることで、盲学校独自の教育実践や伝統的教育形態を維
持することが困難となる。これによ
り、職業的自立を一つの到達点とする既存の教育的価値はいよいよその根底において掘り崩されようとしていた。確かに、生徒集団に
。そして、盲重複障害児もまたこの「教科領域を合わせた指導」
によって教育することが適当とされる子ども
たちであり、盲学校に
在籍する重複障害児もまたそのほ んどが「教科領域を合わせた指導」を中心とするカリキュラムを受講する状況 ある（全国盲学校長会
 2000） 。だがそれは、必ずしも盲学校に固有の教育課程として
位置づけられているわけではない。従来の盲学校が提供してきた教育サービスは視覚の単一障害児を主たる顧客として想定するもので
あった。知的障害や肢体障害を伴わない視覚障害の単一障害児童・生徒を対象とし、点字 視覚補助具、触覚教材などを用いて「普通学校に準ずる教育」を実践し、 「障害に基づく種々の困難を改善・克服」
するための知識や技能を授けることを目的として三療（指圧・
鍼・灸）等の職業訓練を行ってきたのである。むしろ教科や領域合わせて「日常生活指導」や「生活単元学習」 、あるいは「作業学習」といった形態のカリキュラムを編成し、重複障害児に対す 教育指導の実践とノウハウを蓄積してき のは本来的に養護学校セクターである。それゆえ、盲重複障害児 受け入れることは同時に、生活単元学習 象徴される養護学校の伝統的教育形態を盲学校に移入することを意味した。すなわち、障害児教育のフィールドにおける 盲学校の養護学校化」とは、盲学校
セクターにおける重複障害児の在
籍率 上昇を通じて、当該児童・生徒の教育に適したもの 養護学校で実践されてきたカリキュラムや教育方法、用いられてきた評価基準や教材・教具、ある はそれらを規定する認知構造や価値規範 いった養護学校独自の学校文化が盲教育セクターへと浸透していく過程に他ならないのである。
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占める盲重複障害児の割合は年々増加傾向にあり、彼等もまた、盲学校にとってもはや軽視しがたい重要な顧客であることには相違ない。だが、彼等の存在は盲学校の内部に養護学校を象徴する教育課程の編成を要請す がゆえに、結果として盲学校と養護学校との境界を不分明にし、両者の間の整合性や機能分担を不明確にしかねない。その意味で、彼等は常に盲学校のアイデンティティを脅かねな アンビバレントな存在であり続けているのである。
 
 ３―３
 
統合教育の拡大と地域校への接近戦略
 
 
このように、成立以降、制度的な安定性を維持してきた盲教育の
組織フィールドであったが、一九七〇年代 は在籍児童が減少 、重度重複障害児が増加することにより、既存の教育活動における不確定性が増大し、組織的アイデンティティは大きく動揺する。こうした情勢を背景と て教育のリストラクチャーが論じられ、自ら専門分野を拡充し、実践領域を拡大 必要性が強調されてくる。閉鎖的性格から脱却 盲学校を地域に暮らす視覚
障害者を
支援す ためのセンターへと再編すべきであるという主張が繰り返され、近隣の小・中学校との交流教育
(６
)や地域校に在学する弱視児
への巡回指導
(７
)
 
そのころ障害児教育の組織フィールドの外側では、インテグレー
ションやノーマライゼーションの思想を背景として、あるいは解放教育の文脈と連動する形で、統合教育を求める運動が高まりを見せていた（日本臨床心理学会
 1980） 。 「共生共学」や「校区保障」とい
ったスローガンを掲げ、障害児を地域の学校に就学させることを目標とする市民運動が近畿地方と関東地方を中心として同時多発的に勃興したのである
が精力的に行われたのである。つまり、障害児教育
の組織フィールドにおける養護学
校的学校文化の影響力の拡大とい
う事態を背景として、当時の盲教育
界
は外部の教育領域を自らにと
って有意味な環境へと編成することにより、自己の存在を合理化しどうにか自己維持をはかろうとしていたということである。
 
(８
)
 
当初、盲教育界では統合教育や弱視学級制度を批判し、それに代
。視覚障害児の教育にあっても、各地の小・中
学校に相次いで弱視学級が設置され 在籍児童も増加傾向にあった。また、 一九七五年には関東地方の小学校に五人の全盲児童が入学し、その後盲児統合教育の実践は一九八〇年代を通じて中学・高校へと拡大し、全国へと波及していくことになる（高橋
 2002） 。それでは、
こうした状況において盲 者 ちは具体的にどのような過程を経て外部へと自らの実践領域を拡大していく であろうか。それぞれの盲学校が固有の文脈や状況を考慮し、独自 判断 戦略に応じて個別に外部へと進出していくという はない。そう はなく、盲教育界内で中核的な役割を担っていた大阪府立盲学校や大阪市立盲学校、あるいは筑波 学付属 と っ 都市部の、比較的規模の大きな盲学校が採用する組織戦略を模倣する形 各地 盲学校が一斉に外部の教育領域へと進出するのである。それでは、当時先導的な役割を果たしていたこれらの盲学校は具体的にどのような論理を構成し、いかにして外部の教育領域へと参入したのであろうか。
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わるものとして自らの教育実践を位置づけ、その必要性、有効性を主張す という類の言説が優勢であった。特に 巡回指導並びに交流教育双方の実践において当時先導的な役割を果たしていた、大阪に所
在する二つの盲学校（市立盲学校・府立盲学校）は統合教育慎
重論の立場から熱心なキャンペーンを展開していた。
 
 
まず、地域校に在学する弱視児童に対して巡回指導を試行的に実
施していた大阪府立盲学校教諭の浅野仁一郎は校区内小学校の実態調査から「小学校 弱視児がほとんど初歩的な医学的教育的配慮すら受けてお ず、弱視教育についてはほとんど認識がない実態が明らかになった」と述べ、盲学校 よる弱視教育・巡回指導 必要性を強調した。その上で、 「巡回指導の制度が進んでくれば一般校で学ぶ弱視児が増えることは確かであるが、それは盲
学校不用論には決
してつながるものではない した上で、 「安易な統合」を批判し、今後の盲学校は「地域の弱視教育の中心的存在としての役目を果たすべきである」と結論している（浅野
 1984: 10-16） 。また、大阪市
立盲学校教諭 安岡良典は、 「人的にも、施設面 おいても一般校現状は必ずしも統合教育を実施するにふさわ い受け入れ態勢を整えているとはいえないであろう」と指摘した上で、専門の教員や十分な施設・設備をもった盲学校において教育 ながら
他方で普通
校と交流し ゆく いうのが 児の教育に って自然 姿 ある
と
主張していた（安岡
 1979: 5-22） 。
 
これらの言明からは
、
外部で行われていた統合教育並びに弱視学
級における実践や理論を他者表象として摘出し、それとの対比にお
いて自らを成立させることにより、外部の教育領域における自己の実践を合理化ないしは正当化しようという意図を読み取ることができるだろう。つまり、当時これらの盲学校は交流教育並びに巡回指導を梃子として、新たに外部の教育領域へと自らを定位しようと企図していたのである その後 各地の盲学校がこうした言説や実践を模倣する形で同型の立論と同様の組織戦略を採用
し、交流教育や
巡回指導の実践 基点 ながら、外部の教育フィールドへと次々に参入するのであ 。
 
 
その一方で、一九八〇年代後半以降、全盲児の統合教育の実践事
例は大幅な増加をみせる。それに呼応する形で 地域 学校に在学する盲児を積極的に支援す 取り組みを行う盲学校も現れ始めた（鳥山
 1998） 。また、筑波大学付属盲学校では一九八五年度から「視
覚障害児教育センター」の試行という位置づけにおいて、地域の小・中学校に就学した全盲児童に対する巡回指 の取り組み 開始している（牟田口ほか
 1995） 。従来統合教育に関し
て概ね否定的な姿勢
を見せていた盲学校関係者の間からも、現状維持ではなく統合教育を含め、 教育体制そのものの再編成に着手 べき時期にきている （五十嵐
 1986）との認識が示され、統合教育との関連において、視覚の
単一障害児を対象とする教育方法 再構築の必要性が提起されるようになる。そして、一九九六年 は盲学校教育の全国大会であ 「全日本盲学校教育研究大会」 （全日 研）において、筑波大学付属盲学校から、今後盲学校は地域における視 教育 として機能すべきであるという趣旨の提起がなされ（岩崎
 1996） 、こ
れを
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契機として各地の盲学校において、地域の視覚障害教育における中核的機関 のあり方の模索が一斉に開始されたのであった。
 
 
以上、確認したように大阪府立・市立の盲学校、ならびに筑波大
学付属盲学校は統合教育に対置しうるパラダイムとして自ら 教育活動を位置づけることにより、 るいは統合教育を補完する役割を自らに割り当てることで交流 や巡回指導を展開し、盲学校センター構想を牽引し きた。やがてこれらの盲学校の活動や組織形態に関する情報は
、
全日盲研での実践報告や業界誌上での研究報告を
通じて、各地の盲学校へと伝達
され、標準的な組織モデルとして受
容されていく。
こうした経過を経て
、
盲学校諸組織はそれが立地す
る地域的多様性にもかかわらず、組織構造や組織活動 点で相互に同型的な性格を呈するようになる。このように、同一の組織フィールドに位置する一部の組織が採用する組織形態や組織活動の様態（交流教育や巡回指導、セン 化構想） 他 組織が模倣することにより生起する組織間の同型化の過程をディマジオらは「 的同型性」と呼んでい 。それは環境条件の不確定性に直面している諸組織が示す標準的な反応であるという （
D
im
aggio et al. 1983: 150） 。
つまり
、
何らかの不確定性に直面した組織は自らが所属するフィー
ルド内でより正当であるよう 、あるいはより成功しているよう見える同類の組織をモデルとして行為戦略を策定するのである。盲教育の組織フィールドの場合、 「盲学校の養護学校化」 進行に り、既存の教育秩序が不安定化し、
将来の見通しに対する不確定性が
増
大することで組織的アイデンティティは大きく動揺した。そうした
不確定性を縮減し、秩序やアイデンティティを修復ないしは再構築する際に、交流教育等の先進的な実践により一定の成果を示 て
い
るように見える一部の盲学校が準拠集団として機能したということであ 。
 
 
その後、九〇年代を通じて文科省は臨教審路線を継承する形で教
育改革を推進していく。そうした一連の教育改革の潮流の中で、二一世紀初頭には障害児の教育現場にも改革 波が大きなうねりとなって押し寄せ、障害児教育 組織フィールドを規定していた法制度上の枠組も大きく変化する。二〇〇六年の第一六四国会（常会）において特別支援教育を盛り込んだ改定学校教育法が成立し、「特殊教育」の制度はその対象に「発達障害児」を新たに加えることにより、特別支援教育へと転換する。それに伴 、盲学校を含む障害児教育諸学校は個別の障害種別の学校体系から障害種別を超え 特別支援学校へと一元的に改組されていく。そして、特別支援 は地域における特別支援教育センターとして 地域の学校に在学する発達障害を含む障害のある児童・生徒の学習支援 行うという役割が付与される。その結果、従前には限定的な接触 留まっていた特殊学校と通常の学校の関係がより密接な連関性を帯びるようになる。それでは、こうして制度化をみる 体制下において盲学校諸組織のあり方はいかに変容し、盲 界はそれに対してどのような組織戦略をもって応答しようと ているのであろうか。最後にこの点について若干言及しておこう。
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特別支援教育時代の盲教育会
 
 
二一世紀に入ると特別支援教育への移行をにらんで具体的な法令
や制度の改廃が断続的に行われるようになる。就学基準の弾力的改訂、 「認定就学者」カテゴリーの創設、普通校籍の視覚障害児への点字・拡大教科書 国費保障などが実施され、視覚障害児が地域の学校に就学する際のハードルは従来に比して確実に小さくなっていく
(９
)
 
こうした情勢を背景に、盲学校界内部では、ミレニアムの頃から
特別支援教育の内容を先取りする形で自らを視覚障害教育のセンターとして位置づけ、地域の普通教育諸学校に在籍する視覚障害児に対する支援をより広汎に実施しようという気運 高まっていく。全日盲研の機関誌である『視覚障害教育』や日本弱視教育研究会の機関誌である『弱視教育』には、二〇〇〇年前後から毎年地域の視覚障害教育センターとしての盲学校の役割をテーマにした記事 掲載され、盲学校のセンター機能 実践例を報告する特集も組まれるようになる。
文部省の調査官として盲教育を推進してきた香川邦生
（現
筑波大学心身障害 系教授）は、在籍児童が減少する中で各盲学校が危機感を募らせていることに言及し、 「今、盲学校は子どもが非常に少なくなっていて、これま どおり子ども 集めて教育 だけでは学校としての体裁がなかなか成り立ちません」と述べ 今後の盲学校が取り組むべき課題を「地域に生活する視覚障害者 対するサービスの提供」であるとし、盲学校のセンター化構想の重要性を強調する（香川
 2001: 38） 。また、元筑波大学付属盲学校教諭（現筑
波大学心身障害学系教授）の鳥山由子は、各地の盲学校で行われているセンター化に向けた取り組みの実践報告をレビューしながら「センター機能の実践内容を充実させるためにも盲教育 専門性を維持・発展させることが急務である」と主張している（鳥山
 
2003: 
4） 。すなわち、ここにおいて盲教育関係者が感受する危機とは、従来の盲・聾・養護学校という特殊教育の学校区分が特別支援学校へと一元的に統合される状況において、量的な意味でマイノリティーである視覚障害などの感覚障害児の教育がともすれば知的障害や肢体障害、あるいは発達障害と った多数を占める障害児の教育 中へと埋没し 「人数が少ないのだから盲 校はなくてもいいのではないか（略）経済効率からいっても当然ではないか」という議論が興隆するという状況である（皆川ほか
 2004） 。そのことが盲学校の統
廃合を帰結するのではないかと懸念されたのであった。そうした事態を回避するために盲学校はセンター的機能を多角化し、地域校に在学する視覚障害児を支援するのみならず、地域で生活する視覚障害者に対してもリハビリテーション 機会や福祉サービスを提供すべきであるとの主張が相次いでなされ ようになる。こうした 動を通じて盲学校諸組織は、視覚障害者の教育やリハビリテーションにとって欠くことのできない知識や技術を保有する視覚障害教育の専門機関として、
自らを地域社会へと積極的に提示しようと試みる。
すなわち、盲学校諸組織は盲教育に関 専門知 排他的所有を宣言することにより、公共空間 おけ 自らの存在 かろうじて保守せんと のである。
 
。
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 ４
 
まとめと展望
 
 
 ここまでの議論において確認してきたように、かつては同一の教
育サービスを提供する盲学校間のネットワークがそれぞれの盲学校にとっての基本的な組織フィールドを構成していた。 しかしながら、養護学校が制度化され、就学指導が効率化するにつれて、「盲学校の養護学校化」
が進行し、障害児教育の組織フィールドにおけるサ
ブセクター間の
境界 不分明となり
、盲・聾・養護学校を包摂する
障害児教育
界が盲学校にとっての中心的な組織フィールドとなる。
その後、障害児教育の組織フィールドにおける同型化の制度的圧力を背景として、盲学校諸組織は外部の教育下位領域へと進出する。こうした経緯を経て、二一世紀初頭には特別支援教育の制度 と関連して
盲学校諸組織にとっての組織フィールドは非障害者の教育の
組織フィールドへと完全に結合化し、ここに従来 障害児 と普通教育との分断状況が超克され、新たな組織フィー
ルドが構築され
てくるのである。
ディマジオらによると、組織フィールドが構造化
され につれて組織間の相互作用の頻度や流通する情報は質量共に増加する。それにより組織間の共通認識が発展し、 横断的な連携パターンが出現するのだという（
D
im
aggio et al. 1983: 148） 。
そうだとするなら、今後、特別支援学校と普通学校との間においても、障害カテゴリーを媒介とした相互作用の頻度は増加し 障害の
ある児童・生徒についての情報や知識の流通量も増大するだろう。それに応じて各種障害児の教育や処遇の適切性に関する共通認識が形成さ 、 組織横断的な連携パターンも構築されてくるに違いない。それでは、
こうして新たに生成する特別支援教育の組織フィールド
において
、
かつての盲学校を含む特別支援教育諸学校と普通教育書
学校はいかなる関係を取り結ぶことになるだろうか。それは水平的な関係でありうるだろうか。そうではない。法的な位置づけを見る限り、両者は くまでも非対称的な関係にある
 
 
特別支援教育を位置づける改訂学校教育法の第七一条では、特別
支援学校の役割として、在籍する児童・生徒の教育を行うこと ほか、小中 等に在籍する障害のあ
る児童・生徒等の教育について
助言・援助を行うことが規定されている。また 同法第七五条では小・中学校等において、 学習障害 （
LD
） ・注意欠陥多動性障害 （
A
D
H
D
）
等を含む障害のある児童生徒等に対して適切 教育を行うことを規定している。これらの条文を合わせ読むなら、七一条の「小中学校等に在籍する障害のある児童生徒」とは、七五条に規定されているように「学習障害（
LD
）・注意欠陥多動性障害（
A
D
H
D
）等を含む
障害のある児童生徒」であり
、
これらの条文が当該の児童・生徒に
対する「適切な教育」として想定しているのは
、
特別支
援学校から
の援助や助言を踏まえた教育に他ならない。
 
 
「発達障害」の制度化は、教育現場に新しい医療的なまなざしや
教育的な支 を導入させてきたと言われる（木村
 2006）。前記した
ように、法的位置づけを見る限り、今後特別支援学校もまた医療機
14 
関や心理学の職能集団と共に専門機関として障害児を「発見」し「診断」し「選別」するためのエージェントとなり、発達障害の制度化においても重要な役割を果たすこと なるだろう。
すなわち、今後
形成されてくるであろう特別支援教育の組織フィールドは の教育に関する情報や専門的知識 前
提とするものとなり、そこで運
用される専門知識に対する管理権は専門的機関 しての特別支援教育諸学校へと優先的に配分されることになる。このように専門家からなるネットワークが成長することを通じて醸成される組織間 同型性をディマジオらは「規範的同型性」と名づける（
D
im
aggio et al. 
1983: 153） 。それは専門性を基軸とし、組織横断的に専門知が普及す
ることにより生じ 同型性の様態 他ならない。それならば、特別支援教育体制下において進行するであろう組織間の規範的同型化は特別 諸
学校のイニシアチブ
によって駆動されることになる
だろう。それはやがて特別支援教育の全域化・全体化を帰結するに違いない。すなわち、今後 諸学校と普通学校の関係が緊密になればなるほど、普通学校における教育実践の意味は教育的知識や論理、語彙によってではなく、特殊教育に固有の医学 ・心理学的な知識や語彙、理論によって説明され解釈され定義されるようになるであろうということであ 。
 
 【注】
 
(１
)以下の文部科学省のＨＰに掲載の『学制百年史』を参照した。参照年月日：
2008年
8月
25日）
 
http://w
w
w.m
ext.go.jp/b_m
enu/hakusho/htm
l/hpbz198101/index.htm
l 
(２
)就学猶予・就学免除規定は学校教育法第二三条に定められており、 「学齢児童で、病弱、発育不完全その他やむを得ない事由のため、就学困難と認められる者の保護者に対して」就学義務（学校教育法第
22条に規定）
を猶予または免除することができるとする規定である。かつて、重度障害者たちは本人や保護者の意思に反して、学習環境の整備の遅延を理由に就学猶予や就学免除の適用がなされ、事実上 校教育から阻害されていた。
 
(３
)だが、この義務化
は必ずしも好意的に受け取られたわけではなかった。
障害児の教育権を保障する場として、あ いは発達を保障 ため 場として肯定的に評価する動きがある一方 障害当事者の団体である全国障害者開放運動連絡会議（全障連）や地域校で 児教育を実践していた教員、あるいは全国各地に結成された養護学 建設阻止共闘会議は養護学校義務化は障害児を普通学校から排除す ことに繋 る して大規模な反対運動を展開した。詳しくは 国障害者解放運動連絡会議（
1982）を参照のこと。
 
(４
)就学指導委員会は教育委員会の諮問機関として心理学・
教育学の専門家、
教員、医師、児童福祉機関の職員などをもって構成され、 齢に達した障害児の教育措置に関する判断を行う。だが、この委員会の教育措置はあくまでも指導であり、保護者にはそれに従う義務は課されていない。
 
(５
)主として知的障害養護学校に特有のカリキュラム形態である。子どもの生活に即 た形で組織した活動において、課題を設 し そ 達 通じて社会性や生活力を育成することを目的とする。目標別に「日常生活の指導」 「遊びの指導」 「生活単元学習」 「作業学習」等 大別される。
 
(６
)一九七一年（昭和四六年）に改訂
された盲・聾・養護学校の小・中学部
学習指導要領の「特別活動」では、 「児童または生徒の経験 広め、社会性を養い、好ましい人間関係を育てるため、小 校の児童または中学
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校の生徒と活動をともにする機会を積極的に設けるようにすることが望ましい」と規定された。この規定 受けて多くの盲学校が近隣の小・中学校との交流
教育へと乗り出しはじめる。中でも大阪市立盲学校はい
ち早く隣接する小学校との交流活動を展開していた。その積極的な姿勢の背後には児童・生徒の現象と障害の重度化・多様化に伴う「教育効果」の限界性への認識があった。
 
(７
)一九七〇年代初頭に通常学校へ 弱視学級設置が推進され、それ 伴い幾つかの盲学校が当該 級に教員を巡回させ、視覚補助具の使用方などについて助言を行うようになる。そうした取り組み 先駆となったのは大阪府立盲学校であった。
 
(８
)特に、大阪の場合は、部落解放運動の影響 下、障害児の親 会が作られ、行政闘争を行 、地域校での統合教育を実現してきた。ま 関東地域でも障害者自身の就学運動が り、障害児 親による「実力就学闘争」も進めら ていた。
 
(９
)平成一四年に文部科学省は就学基準に係る 教育法施行令を改正する
。
これにより、特殊教育諸 校に入 することが適当であるか否か 判断する際の就学基準が緩和される。また、就学基準に該 する程度の障害のある児童生徒のうち、小・中学校 おいて適切な教育を受け ことができる特別の事情があると認 る者を「認定就学者」と呼称し、これ該当する者については、小・中学校への就学を保証するものとした。の施行令改正により一部の障害児を普通学校 通常学級に就学させる道が開かれたのである。視覚障害児に関しても、視覚の単一障害児童・生徒であれば本人あるいはその保護者 希望することで地域 学校就学することが法令上認められた。これに伴い、地域校に籍を置く視覚
障害児童・生徒に対して拡大教科書や点字教科書の公費負担が開始されている。詳しくは斎藤（
2006）を参照されたい。
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17－盲教育における組織フィールドの変容と特別支援教育 
 
The Transformation of the Organizational Field in the 
Education for the Blind and Special  
Support Education 
 
Sato Takanori 
 
The purpose of this paper is to consider the influence of educational policies of structure and change of 
special education in Japan, with a particular focus on education for the blind. In doing so, we make clear 
institutional realities which regulates and changes the trend of education for the blind, and examine how the 
educational organizations for the blind respond to the realities from a viewpoint of the conservation of 
organizational identity. For this study plan, to analyze occurred phenomena, we refer to the new 
institutionalism in organizational analysis that is the one of the main theoretical paradigms in organization 
theory as explanatory framework. Especially, we direct our attention to structural changes in domain of 
special education in the 1970's. In this period, Objects of special education widely expand and those of 
education for blind began to change in quality and quantity. This situation brings drastic changes to 
educational act which supposes fundamentally educational organization for the blind and requires that 
existing organizational practices be changed. In the conclusion, we suggest that changing process of 
education for the blind means not only a change in education for the blind but also process of isomorphism 
for all educational organization. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
